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令和2年度厚労科研
新型コロナウイルス感染症流行下の自粛の影響
予期せぬ妊娠等に関する実態調査と女性の健康に
対する適切な支援提供体制構築のための研究

研究代表者
安達知子

COVID-19の流行下における妊活中の患者および不妊
治療施設における生殖医療に対する意識と実態の調査

研究実施責任者
堤 治

研究の目的と方法
• COVID-19の世界的パンデミックにより、生殖医療領域でも不
妊治療は不要不急と考え差し控える勧告が発出され、不妊治療
や生殖行動への影響が危惧された。

• 通院中の不妊患者を対象に多施設患者アンケート（東京・京
都・福岡）を行い、COVID-19による不妊治療への影響と生殖
行動の実態を地域差を含め明らかにする。

• 日本受精着床学会のアンケート（2020年5月及び11月）結果を
学会から提供頂き、不妊治療施設、医療者側からの意識として
対照的に解析する。

• 医療現場から治療実数のコロナ禍による変化の提供を受け多元
的にコロナ禍の妊活および不妊治療を分析し、ひいては少子化
対策の一助となることを目指す。
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診療実数調査
（採卵・移植）

不妊治療助成拡大

2019年1月
2021年3月

アンケート実施施設と回答数

施設名 所在地 紙回答 オンライン回答

山王病院
（堤治センター長）

東京都
港区

133 235

高木病院
（小島加代子副院長）

福岡県
大川市

200 0

田村秀子
婦人科医院

京都府
京都市

200 0

（2020年11月～2020年12月)

総回答数

368

200

200

3施設から合計768件の回答が得られた。
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ART施設数（都道府県別）

山王病院

田村

高木

全国に600施設以上
局在の問題もある

高木 田村

山王

87, 44%

104, 52%

5, 3%
2, 1% 1, 0%
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129, 65%

33, 17%

13, 7%

9, 4%
14, 7%

1, 0%

1 2 3 4 5 6

277, 75%

16, 4%

20, 6%
35, 10%

20, 5%

1 2 3 4 5

１．東京都内
２．埼玉県
３．千葉県
４．神奈川県
５．その他の道府県

施設別患者居住地

同一都府県内の受診
69％

都府県を跨ぐ受診
31％

１．福岡県
２．佐賀県
３．熊本県
４．長崎県
５．その他

１．京都市内
２．京都府北部
３．京都府南部
４．滋賀県
５．その他
6.  海外

都府県を跨ぐのみならず、同一府内
でも意識や行動の変異が見られた。



4

45

149

259

183

89

37

4

0

50

100

150

200

250

300

1 2 3 4 5 6 7

高木 田村

山王 合計

13

42

79

40

15
10

1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1 2 3 4 5 6 7

22

47

75

46

9

1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1 2 3 4 5 6

≦29  30-34  35-39  40-42   43-45  46-49    50≦

10

60

105

97

65

26

3

0

20

40

60

80

100

120

1 2 3 4 5 6 7

女性患者年齢

施設間の年齢分布に差：高木、田村では35歳以上群が最多、山王は40歳以上群が最多。
80％の患者は職業に従事。
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≦29  30-34  35-39  40-42   43-45  46-49   
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学会11月

学会5月

患者11月

患者4月

不妊治療は不要不急か

はい いいえ どちとも 他

2020年4月の段階では患者（20％）および医療者（11％）に不妊治療は不要不急という回答があった
が、ともに11月には1ないし2％に減少した。生殖医学会声明および緊急事態宣言下で不妊治療に対す
る不安は大きかったが、コロナに対する理解、対策が進むにつれて前向きに考える傾向が見て取れる。

患者アンケート

学会アンケート
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５．その他

４．主治医の説明

３．テレビなどのマスメディアの報道

２．日本産科婦人科学会など各種関連
学会の声明

１．厚生労働省、東京都の声明など192
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主治医の説明が重視されて
いる

妊活を考えるとき、COVID-19に関する情報源とし
て特に重要に思っているのは？（複数回答可）

新型コロナの患者説明（受精着床学会アンケート）

5月に比べ11月では積極的説明の頻度が下がり
「コロナ慣れ」を戒める必要がある。

2020年5月 2020年11月

日本生殖医学会声明（4月1日）のインパクトは
医療者に対しても大であった。
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日本生殖医学会声明（20204月1日）
「国内でのCOVID-19感染の急速な拡大の危険性がなくなるまで、あるいは妊

娠時に使用できる予防薬や治療薬が開発されるまでを目安として、不妊治療
の延期を選択肢として患者さんに提示していただくよう推奨いたします」

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）についてのお知らせ
2020年4月4日 リプロダクション・婦人科内視鏡治療センター（以下一部抜粋）

我々不妊診療に携わる者たちは、患者様が１周期、１周期を大事にしているこ
とを知っております。また我々は、年の単位でみると妊孕性は低下し体外受精
等の治療成績も下がる現実を患者様と共有しているつもりです。したがって、
「不妊治療の延期や中止を患者様へ選択肢としてご提示」はいたしますが、患
者様の年齢や個別の医学的またその他の事情を顧慮しつつ、胚凍結などエビデ
ンスに基づいた治療方法もお示しさせて頂きます。

40歳の患者は2年待機することにより、体外受精の成功率は半減し、流産や染

色体異常の頻度は倍増に近いこと（図参照）を理解した上で治療の継続、治療
法の選択をできるべきだと考えた。
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101, 13%

1 2

高木 田村

山王 合計

141, 70%

59, 30%

1 2

183, 92%

15, 8%

1 2

１．継続
２．中断341, 93%

27, 7%

1 2

2020年4-5月の不妊治療はどうされていましたか。

アンケート回答者の87％とは緊急事態宣言下でも治療を継続していた。13％は中断していた。

https://search.yahoo.co.jp/search?p=%E4%B8%8D%E5%A6%8A&ei=UTF-8&rkf=1&slfr=1&fr=link_direct_nws
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1. 年齢が心配
2. 気を付ければ感染することは

ほとんどない
3. コロナは重症化の可能性が

低いと考えている
４. 感染しないと考えている
５. 助成金の期限がある
６. その他
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87%の不妊治療継続したと回答された患者の継続理由

年齢が最大の治療継続理由として挙げられた。助成金の期限も年齢に関連すると考えられる。
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３．周りからの助言
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13％の不妊治療を中断していたと回答された患者の中断した理由

地域差があるが全体では、周囲からの助言が最大であった。
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日本受精着床学会アンケート：患者数の変化

第一回（2020年5月） 第二回（2020年11月）

生殖医学会声明後かつ第一回緊急事態宣言下の患者数減少は著明で、90％以上が減少と回答。
6か月後の第二回アンケートでは、回復傾向が明らかで、減少の程度も軽減した。

コロナ禍の3施設東京・京都・福岡の治療実数の変化

2019年1月から2021年3月までの各施設の採卵数、移植数を調査した。
全胚凍結により採卵と移植は切り離して考えることができる。
2019年は対照とする。
2020年4月生殖医学会声明・第1回目の非常事態宣言、
2021年1月第２回目の非常事態宣言の影響が注目される。
2021年1月開始の不妊治療助成拡大の影響は観察されるか？

なお山王病院においては、採卵数、移植数に加えて、治療による
妊娠数、および分娩数を調査した。なお当然であるが、分娩数には
不妊治療以外の妊娠も含まれる。
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高木病院・田村医院の採卵数・胚移植数の推移
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2020年4-5月緊急事態宣言下では採卵数、移植数も減少傾向が認められた。
2021年1-3月緊急事態宣言下ではその傾向は著明ではない。

田村

高木

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）についてのお知らせ
2020年4月4日 リプロダクション・婦人科内視鏡治療センター（以下一部抜粋）

我々不妊診療に携わる者たちは、患者様が１周期、１周期を大事にしているこ
とを知っております。また我々は、年の単位でみると妊孕性は低下し体外受精
等の治療成績も下がる現実を患者様と共有しているつもりです。したがって、
「不妊治療の延期や中止を患者様へ選択肢としてご提示」はいたしますが、患
者様の年齢や個別の医学的またその他の事情を顧慮しつつ、胚凍結などエビデ
ンスに基づいた治療方法もお示しさせて頂きます。
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上に示したように、加齢により体外受精の成功率は減少し、流産や染色体異常の頻度は
増加することを正しく理解した上で治療の継続、治療法の選択を行う必要がある。

妊娠率赤、流産率紫 日産婦データ

山王患者年齢分布

山王40代年齢別妊娠率
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山王病院の採卵数・移植数・妊娠数・出産数の変化
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2020年4-5月緊急事態宣言下では移植数は減ったが採卵数は増加した。「勤務状態の変化で通院が容易
となった」という声も少なくなかった。妊娠数、分娩数は移植数に対応した動きを示した。2021年1-3
月緊急事態宣言下では採卵・胚移植ともにむしろ増加傾向を示した。

助成の地域差：福岡・京都では半数近くに対し、東京では18％と地域差が見られた。
助成の所得制限：緩和ないし撤廃の希望は75％に達し、特に東京でその声が強かった。

助成の拡大は不妊治療を後押ししたか！？

2021年1月の緊急事態宣言下も不妊治療が継続ないし増加した背景には助成制度の拡大があると思われる。
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時間的制約や仕事との両立と治療費の負担は伯仲するが、
東京では前者が後者を上回る。この負担は妊娠・出産後も続く。

不妊治療で負担を感じるもの（複数選択可）

おわりに

2020年4月-5月第1回非常事態宣言下

患者・医療者ともに不妊治療を不要不急と考える傾向があり、通院が控えられ
治療実数も減少した。

2020年11-12月本研究アンケート実施時点

患者・医療者ともに意識変容がおこり、通院数や治療実数はほぼ復元した。

2021年1-3月第2回非常事態宣言下

治療実数の減少は認められず不妊治療助成拡大政策が寄与した可能性がある。

不妊治療を支援するために、感染予防はもちろん、学会や主治医レ
ベルで適切な情報提供や通院支援、不妊治療助成は重要である。が、
不妊治療の成功はゴールでなく、妊娠、出産、育児が安心してでき
る社会作りが必要で、それこそが、少子化対策にも通じると思う！


